




































































































































508.1 キロに次いで 2 番目に長い vi。
同社は 2006 年 3 月期から減損会計基準を適用
している。適用初年度、および次年度の 2007 年
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同社は 2006 年 3 月期から減損会計基準を適用




















































































2016 年 3 月期ではホテル・レジャー事業が売上
高ベースで 35% の規模であり、本業の都市交通・
沿線事業を上回っている（図 3 参照）。













（図 2 参照）。 
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立っている。鉄道事業では 2016 年 3 月期に、安
比奈車両基地の整備計画を廃止したことによる減
損損失を計上した（図 4 参照）。 
 
図 3 西武グループにおける事業多角化の状況 
 
出典）西武ホールディングス株式会社「有価証券報告書」
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おり、2016 年 3 月期の連結売上高は 2,867,199
百万円である。鉄道ネットワークは主として関東
及び東北地方の 1 都 16 県にわたり、営業キロは




ＪＲ東日本では、2005 年 3 月期から減損会計
基準の早期適用を行っている。会計年度によって
は事業セグメント別の減損会計の状況が不明な場






は巨額になるケースもある。2013 年 3 月期には、
主に運輸業において 30,028 百万円もの減損損失
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図 5 JR 東日本における事業多角化の状況 
 
出典）東日本旅客鉄道株式会社「有価証券報告書」2016
年 3 月期、より作成。 
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広田寿亮訳、H. I. アンゾフ (1969)『企業戦略論』産業能率




Rumelt ,R .P . Strategy , Structure and Economic 
Performance, Harvard Business School, 1974.
i 広田訳、Ansoff, (1969) pp.161-163. を参照。
ii Rumelt,R.P. (1974)  pp.80-81. を参照。









vii 「ユニ東武ゴルフクラブ」は 1995 年に会員制によって開
業し、その後一般へ開放されている。
viii 東日本旅客鉄道株式会社「有価証券報告書」2016 年 3
月期による。
ix 石井・石堂 (2014) p. 8 を参照。
x 石井 (1995) pp. 4-5. を参照。
らも、周辺分野に進出することで高い収益性を見
出すことができる。その一方、当初の事業計画通
りにいかないケースが増え、減損損失の計上につ
ながっているものと考えられる。
おわりに
本研究では、減損会計処理に着目して鉄道会社
の経営多角化について分析・考察した。その結果、
分析対象 3 社について共通点及び異なる特徴が見
出された。各社の減損損失の状況をみることで、
経営多角化の動向さらには事業に関する意思決定
を知ることができる。しかし、より正確な分析を
行うためには、減損処理を行った資産がその後ど
うなったかなどを含め、他のデータと組み合わせ
て検討する必要がある。今後の課題としては、分
析対象をさらに広げることによって、この結果を
確かめていく必要があると考える。
減損会計基準が適用されてから 10 年が経過し、
各社とも基準を順調に運用しているものと思われ
る。適用当初と比較すれば減少しているものの、
各社とも毎年相当額の減損損失を計上している。
これは各事業および資産に対するモニタリングが
正常に機能していると評価できる一方、事業計画
の正確な策定の困難さを示すものでもある。当然
ながら将来のことを完璧に予測することは不可能
であるが、大幅な事業計画の見直しともなれば、
グループ全体に対して影響が出る。鉄道会社にお
いては公益性が高いという性質上、市民生活にも
影響が出る可能性があり、鉄道会社をはじめとす
る公益事業における経営多角化では、より慎重か
つ正確な予測に基づいた事業計画を策定すること
が期待される。
